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記載上の留意点 

 
①この用紙は、認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非活動法人が、特定非営利活動促進法

第 55 条第１項（第 62 条において準用する第 55 条第１項を含む。）の規定により、毎事業年度

開始の日から３か月以内に特定非営利活動促進法第 54条第 2 項に掲げる書類を所轄庁（２以上

の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利活動

法人にあっては、所轄庁及び所轄庁以外の関係知事。）に提出する際に使用します。 

 

②各書類を作成するごとに右欄の「チェック欄」にチェックし、この用紙を提出書類の一番前に

とじて、提出してください。「⑴ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程」に

ついて、提出しない場合は「提出しない場合」にチェックするとともに、「最後に役員報酬規程

を提出した事業年度」「最後に職員給与規程を提出した事業年度」の空欄に事業年度を記載いた

だき、「チェック欄」にチェックしてください。 

 

③提出書類の様式について 

特定非営利活動促進法第 55 条第１項の規定により提出する書類のうち、「法第 45 条第１項第

３号（ロに係る部分を除く。）、第４号イ及びロ、第５号並びに第７号に掲げる基準に適合して

いる旨及び法第 47 条各号のいずれにも該当していない旨を説明する書類」については、認定

申請書の添付書類としての「認定基準等チェック表」の第３表（「ロ」欄の記載は必要ありま

せん。）、第３表付表１・２、第４表（初葉）、第５表、第７表及び欠格事由チェック表を使用

することができますが、その際には第３表の「 年 月 日～ 年 月 日」の欄に当該事業

年度を記載の上、使用してください。 


